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関わっ て きた展開で ある。そ こ で は、あ る区画を過 去

に耕 乍した とい う実践歴が権利の 根拠 となっ た 。 　あ

る 区画 を長 い 時間軸で みると、移動型焼畑により複数

の 者が利用 して い たが、多くの事例で は最後に耕作 し

た者が 土 地権を獲得 して い た。い っ ぽ う、 焼畑 の 森

が過去 に遡 っ て 私有地 とみな され、 最終的な耕作者

の 利用は私有地に お ける 「ヌ ン パ ン ・ラ ダン 」と して、

最終的な耕作者の 土地権が 否定された事例もみ られ

た。そ こで は、慣習リーダーが関与 してい た。

　森林開発の なか で 「慣習」 は 、 外部祉会に対 して は

復興とい う展開をと りつ つ も、地域社会の 内部で は解

体とい う逆の方向に向か っ た。そ して、その なか で 慣

習的リーダー
は、地域 の 内と外、慣習の 復興 と解体と

い う問を行き来しなが ら、土地に ア クセ ス して きたと

い え る。

イン ドネシ ア ・ ミナ ン カ バ ウ商齢者の リビ ン グア レ ン

ジ メ ン ト ：社会変溶の 一側面 として

　　　 西廣直子 （京都大学大学院ア ジア ・ア フ リカ

　　　 地 或研究研究科博士課程単位取得認定退学）

　本研究は、すで に高齢化社会 に向か い っ っ あるイ ン

ドネ シ ア の ミナ ン カバ ウ社会における 高齢者 の 生活

実態 につ い て の 事例研究で ある。 そ して 高齢者の ケア

や扶養を含む彼らの 暮らし方 （リビ ン グア レ ン ジメン

ト）の 実態把 握を通じて、高齢者をミナン カバ ウ社会

における家族変容 ひ い て は社会変容 の
一
側面 と して

位置づ け る こ との 試み で ある。なお、本発表 で は、2001

年 11月から2002年 12月 にか けて 行 っ た フ ィ
ール ド

で の 聞き取 りおよび 統計資料調査を通 して 得たデ
ー

タを主な分析資料としてい る。

　ミナ ン カ バ ウは母方妻方居住 と財屬継承 権 （使 用

権）が女性 に ある こ とが最大 の 特徴 で あ る。か つ て は 、

複数の サマ ン デヱ saniande （母子）で構成されるサパ

ル イ ッ sapaiuik （ひ とつ の バ ラ）の メ ン バ ー
が、ひ と

つ の ル マ ・ガ ダン nzanahgndeng とい う大家屋にとも

に住み 、男性は 10歳こ ろか ら実家より出る こ とが求

められ 、 長ずればム ラ ン タ ウ merantau （出稼ぎ）に

外の 世界へ出て行 っ た。しかし、商品作物や西欧式の

教育がもたらされ、20 世紀初頭 には こ うした 人々 の 共

同体的生活 は
一

変 した とい われ る。さらに 1960年か

ら 70 年代にかけて土地や家族に関する法力墜 備され

る とますます核家族化が進み、ム ラ ン タ ウ先に妻子を
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呼び 寄せ る男性が ほ とん どに な っ た。さらに公 衆衛生

の 向上により寿命が伸長 し 、 村で は過疎的な状況が進

行したのである。しか し ミナ ン カバ ウの 基本的な特徼

は変化 しなかっ た とい うの が こ れ ま で の 考え方で あ

る。

　調査村では約 55％の 世帯に高齢者がい る こ とがわ

か っ たが、そ の うちの約 70％が家族と同居 して い る。

同居高齢者の 約 80％ が娘お よび娘夫婦 との 同居で あ

っ 彪 これ は母 方居住が 生 きて い るか らこ そ の 数字で

あると考えられ る。 しか し、 それ以外の 住まい 方をし

て い る者もい るこ とに注目したい 。高齢者の 1人暮し

および高齢者夫婦の 2 人暮しの み世帯は 約 36％で あ

っ た
。 さらに は 、 軽度認知症の 妻の 面倒を夫が見て い

るか ら、親族は夫に 1遠慮 して」 特 に手 を出さない の

だとい う事例や、慣習に則 っ た婚姻 をしたの に故地 か

ら離れざるを得なくな っ た女性 の 事例もあっ た。

　こ れ ら は ミナ ン カ バ ウ社会全体か らみればごく
一

部の事例で はあるが、それを 「仕方の ない こ と」 と受

容 して い る も し くは受容せ ざる を得ない 現状 に あ る

こ とを考える と、ミナン カバ ウの 根 本 が崩壊 しつ っ あ

るとい えるの ではない だろうカ  さらには近郊の老人

ホー
ム が常に空 き待ちで あ る こ とは、今後高齢者扶養

が家族を離れ社会的な扶助 へ と移行 して い く過程、す

なわち ミナ ン カ バ ウの さ らなる家族変容の
一

端 と し

て 指摘で きるの で は ない か と考えるの で ある。

ス ハ ル ト新秩序体制下に お ける 1997 年総選挙の 住民

動員 ：東ジャ カル タ市 B クル ラハ ン の 事例

　　　　　　　　 小林和夫 （日本大学非常勤講師）

　本発表の 目的 は、ス ハ ル ト新秩序体制下に おける

1997年総選挙 の 地域注民動員の メカ ニ ズ ム を、郡政

府、クル ラハ ン政府、ゴル カル が住民に対して発行 し

た文書をおもな盗料と して考察す るこ とで ある。

　ス ハ ル ト新秩序体制 の 総選挙に お ける住民動員 に

関す る研究は きわ め て多い。しか し、郡政府やクル ラ

ハ ン 囎 がどの ような鞴 をもっ て縺 挙に臥 で

い た の か を、郡政府 ・クル ラハ ン 政府が発行した行政

文書から考察した実証的研究は管見で は 皆無 に等 し

い
。 また 、 総選挙の キ ャ ン ペ ー

ン にあたっ て、ゴル カ

ル が住民たちをどの ように動員したの か を、ゴル カル

の住民 へ の指示書か ら考察 した研究 も同 じ く皆無 に

等 しい 。
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　郡政府やクル ラハ ン が発行する行政文書は管理体

制 が整っ て い ない た め、3 年 ほ ど前の もので あっ て も

散逸す る こ とが常態化して い る。また、クル ラハ ン 政

府や ゴ ル カル の 住民に対する総選挙の 動員指示な ど

の 文書等は、文書の 性格上、一
般的には閲覧や入手が

困難で あっ た。

　本発表で は、発表者が フ ィ
ー

ル ドワ
ーク （2001〜

2002 年）で 収集した 上述 の 諸文書にお もに依拠 しな

が らス ハ ル ト新麟 制にお ける 1997 年総選挙 の 住

民動員をささえた メ カ ニ ズ ム の
一
端の解明をこ ころ

みる。

　調査地の A 郡で は、1995 年後半か ら 1996年 にか

けて、郡長 （Camat）と住民との 親睦会が定期的に行

われ てい た。 この 親睦会は、表面的 に は地域で 起きて

い るさまざまな問題を住民代表が 郡長に陳情す る会

合で あ る とされ て い る。しか し、そ の 内実 は、地域に

お ける問題解決の具現策の 提示 とひ きか えに、出席 し

た住民代表に 「1997 年総選挙の 成功」 すなわちゴ ル

カル 支持を約束 させ る場となっ てい た。

　B クル ラハ ン で は 、
1996 年後半に入ると、

クル ラ

ハ ン 政府 か らは住民 の 個人情報が記載 され て い る家

族カードを更新ずるよ う指示 がなされ、⇒ レカル か ら

は、芸能人 に よる ダン ドウ ッ ト大会 をは じめ とす る各

種会合へ の 招待状などの 文書が 住民代表 に対 し て 送

られるよ うになる。そ して、総選挙が実施される 1997

年に入 る と、クル ラハ ン 政府からは 「1997 年総選挙

の 成功」 の た め の 夜警などの 指示が 住民に対 してなさ

れ、ゴル カ ル か らは、住民に対 して ジャケ ッ ト支給を

名 目にした選挙権 をもつ 住民の 名簿 の 提出やキャ ン

ペ ー
ン の 動員などが求め られて い る。

　上述の 諸文書か ら、1997年総選挙 にむ けて、郡政

府 ・ク ル ラハ ン 政府が、地域問題 の 解決とい う政策 と

ひきか えに住民代表に ゴル カル 支持を暗黙の うちに

了解させ て い たこ と、ゴル カ ル に よ る住民動員が文書

を通 じて行われ、住民 代表を媒介と して地域往民たち

に指示されてい るこ となどがうかがえる。

　 ゴル カル 嬲 肋概 定の もの と され 、
「民主主義の祭

典」 とよばれた総選挙は、郡 ・クル ラハ ン などの 行政

と、ゴル カ ル に よ る きわめ て 戦略的な鞴 に よっ て行

われ てい た と考えられ る。

英領期ビ ル V の 種痘政策とイ ン ド人移民労働者差別

言説 ：海港における種痘強制問題をめぐっ て

研究大会報告

長 田紀之 （東京大学罵

　本発表は、英領期 ビル マ に おい て 19 世紀末から生

じて くる、海港 における強制種痘の 法制 匕の 動きに着

目し、その 政策的展開を明らか にするとともに、そ こ

に表出 される ビル マ 政庁 の イン ド人労働者認識 の
一

面、すなわち彼らを 「不衛生 1 とみなす言説につ い て

分析する。

　 19世紀半ば以降、下 ビル マ がイギ リス の 植民 地下 に

置かれ 、 デル タ の開発が進 め られると、発展する米産

業 の 膨大な労働力需要がイ ン ド東岸諸地域か ら大量

の 労働者を引 きつ け る こ とに な っ た。しか も、イン ド

人出稼ぎ労働者は、ビル マ がイ ン ドの一部として植民

地化されたために、何の 規制 も受けず無制限に 流入し

続 けた。イ ン ド人労働者は都市部、特にラン グー
ン へ

集中 し、精米所で の 労働や港湾荷役作業に従事した が、

彼 らの 詰め込まれた労働者 バ ラ ッ ク は劣悪な衛生状

態にあり、伝染病の巣窟と して早 くか ら行政側の 注意

が向けられて い た。その 背景には、イン ド人労働者の

生活環境が不衛生で あるそもそもの 原因を 、 イ ン ド人

の 人種や文化
・
習慣 に帰す るイギ リス 人官吏の 偏見が

存在してお り、そ こ にイ ン ド人出稼ぎ労働者の 流動性

の 高さも加わっ て、イ ン ドか らの 出稼ぎ労働者が伝染

病を持ち込み、ラン グー
ン で 病気を増幅させ て 、ビル

マ 内地へ と拡散させ て い るとい う主張が生じたと思

われる。これを本発表で は 「不衛生なイン ド人労働者」

言説と呼ぶ、

　 こ うした言説が最も鮮明に現れるの が、海港におけ

る強制種痘の 法制 匕をめぐる議論 で ある。
ヒr7レマ で最

初に導入された種痘法で ある 1880年種痘法には、子

供 に対する種痘 の 義務化条項 は含まれ た もの の 、大人

に 対す る強制種痘 を認 め る条項 は含 まれ て い なか っ

た。しか し、型昜の ラン グーン港におい て は、担当の

官吏に よっ て大人 で あ るイ ン ド人労働者へ の 非合法

の 強制種痘が行わ れて い た。こ の こ とが 1896 年以降、

問題視されて、海港にお ける強制種痘の 法制 匕が進め

られ て ゆくこ とにな る。 法制化を主張する ビノレマ 政庁

の 論理に、前述の 「不衛生なイン ド人労働者」 言説の

典型 を見 る こ とが で き る。海港にお け る強制種痘政策

は 、 当初、 労働力流入 を妨げる恐れがある として抵抗

を受けたもの の 、1917年 の 当該問題に関する委員会

召集を契機として法的実効力を有 し始め、1930 年ま

で に、ラン グー
ン へ の 来航者全員に網羅的に強制種痘
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